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介護分野における特定技能について
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介護分野をめぐる状況
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○ 我が国の人口動態を見ると、いわゆる団塊の世代が全員75歳以
上となる2025年に向けて高齢者人口が急速に増加した後、高齢
者人口の増加は緩やかになる。一方で、既に減少に転じている
生産年齢人口は、2025年以降さらに減少が加速。



総合的な介護人材確保対策（主な取組）
これまでの主な対策

（実績）月額平均５．７万円の改善
月額平均１.4万円の改善（29年度～）
月額平均1.3万円の改善（27年度～）
月額平均0.6万円の改善（24年度～）
月額平均2.4万円の改善（21年度～）

○ 介護福祉士修学資金貸付、再就職準
備金貸付による支援

○ 中高年齢者等の介護未経験者に対す
る入門的研修の実施から、研修受講後の
体験支援、マッチングまでを一体的に支援

○ 介護ロボット・ＩＣＴの活用推進
○ 介護施設・事業所内の保育施設の設
置・運営の支援

○ キャリアアップのための研修受講負担軽
減や代替職員の確保支援

◎ リーダー級の介護職員について他産業と遜色
ない賃金水準を目指し、経験・技能のある介護
職員に重点化した更なる処遇改善を2019年
10月より実施

○ 学生やその保護者、進路指導担当者
等への介護の仕事の理解促進

○ 介護を知るための体験型イベントの開催

◎ 介護分野への元気高齢者等参入促進セミ
ナーの実施

◎ ボランティアポイントを活用した介護分野での
就労的活動の推進

◎ リーダー的介護職員の育成とチームケアによ
る実践力の向上

◎ 介護ロボット・ＩＣＴ活用推進の加速化
◎ 生産性向上ガイドラインの普及
◎ 悩み相談窓口の設置、若手職員の交流推進

◎ 若者層、子育てを終えた層、アクティブシニア
層に対する介護職の魅力等の情報発信

介護職員の
処遇改善

多様な人材
の確保・育成

離職防止
定着促進
生産性向上

介護職
の魅力向上

現在さらに講じている主な対策

外国人材の受
入れ環境整備

○ 介護福祉士を目指す留学生等の支援
（介護福祉士修学資金の貸付推進、日
常生活面での相談支援等）

◎ 「特定技能」等外国人介護人材の受入環境
整備（現地説明会等による日本の介護のPR、
介護技能向上のための集合研修、介護の日本
語学習支援、介護業務等の相談支援・巡回訪
問の実施等）

参考
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外国人介護人材の受入状況
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出典：「外国人介護職員の雇用に関する介護事業者向けガイドブック」（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社：2018） 5



出典：「外国人介護職員の雇用に関する介護事業者向けガイドブック」（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社：2018） 6



出典：「外国人介護職員の受入れと活躍支援に関するガイドブック」（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社：2019） 7



8出典：「外国人介護職員の受入れと活躍支援に関するガイドブック」（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社：2019）



外国人介護職員の受入れ事例参考

（出典）出入国在留管理庁HP掲載資料を一部改変

・施設所在地：神奈川県横浜市
・事業内容：有料老人ホームの運営
・外国人材の受け入れ実績：2019年度より（特定技能外国人1人）
※グループ全体では、他職種の技術・人文知識・国際業務で約120名、留学生や定住者など約80
名が就業。グループ会社が登録支援機関としても登録されている。

受入施設の紹介
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就労者の紹介

・インドネシア人男性（20代）
・ＥＰＡ介護福祉士候補者として４年間にわたり、就労・研修に従事。
・介護福祉士国家試験において、合格基準点より７点不足、 すべての試験科目で得点。
・日本語検定：N２級

EPA介護福祉士候補者として過ごした４年間で、日本の介護士として働きたいという気持ちが高まり、また、介
護福祉士国家試験にもあと７点ということから、再チャレンジしたかった。
早期に介護福祉士試験に合格し、インドネシアで、日本で介護士を目指す人たちに、講師をしたり、介護の良さ
を伝えていきたい。

本人の声



 まじめでひたむきに業務を行う姿を見て、周りの日本人スタッフが感化され、相乗効果を示している。
言葉や動作など、介護の基礎を勉強をしているので、習得が早い。
複雑な作業や工程の多い内容に関しては、当然、習得に時間がかかるが、定型的な業務に関しては習得が非
常に早い。日本人と比べても同等もしくは同等以上。
日本人と違い、先入観などの主観的な視点がないので、介護にとって必要であるシンプル、かつ、客観的な視点
で物事をみることができる。

特定技能外国人に対する受入施設の評価
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人材不足が深刻な日本において外国人材の活用は必至。その意図と意義を全職員に周知できるよう事前に
伝達。
服薬時の名前確認など、外国人材にとって難易度の高い漢字の理解に対し、働きやすい環境を作るため、ふり
がなを徹底させるだけでなくICT活用を推進。スマートフォンを使用したシステムによりサポート。
グループが持つ外国人材就労支援のノウハウを共有し、LINEによるサポート窓口の開設や交流会の実施により、
施設長及び本部との定期面談以外にも、相談しやすい環境を作り、不安をいち早く察知・対応。
食事補助に加え、希望があれば、宗教に合わせメニューを変更することも可能。
本社及び施設による試験合格に向けたサポート。

受入施設の取り組み、工夫



外国人介護人材の受入れの仕組み
(４つのルート）
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受入実績

5,063人（うち合格者985人）
※平成20年～令和元年度入国者の受入延べ人数

制度
趣旨

EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン

・ベトナム）

二国間の経済連携の強化
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受入実績

592人
※2019年12月末時点（入管庁）

制度
趣旨

在留資格「介護」
（H29．９／１～）

専門的・技術的分野の外国人の受入れ
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受入実績

申請件数：16,500件
認定件数：14,701件

※2020年７月末時点（速報値）（外国人技能実習機構）

制度
趣旨

本国への技能移転技能実習
（H29．11／１～）
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受入実績

在留資格認定証明書交付件数：139件
在留資格変更許可件数：181件

※2020年７月10日時点（速報値）（入管庁）
在留者数：170人

※2020年６月末時点（速報値）（入管庁）

制度
趣旨

人手不足対応のための一定の専門性・
技能を有する外国人の受入れ特定技能１号

（Ｈ31．４／１～）
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注１）EPA、技能実習のいずれについても、日本語能力試験N2を取得している者は、就労開始から算定される。
注２）訪日前研修については、インドネシア人、フィリピン人候補生については６ヶ月、ベトナム人候補生については12ヶ月の研修期間が設けられている。

なお、技能実習については、訪日前講習の義務はない。
注３）在留資格「介護」については、在留資格「留学」で訪日した上で養成校を卒業し、介護福祉士の資格を取得（※一部特例あり）すると在留資格「介護」となる。

なお、在留資格「留学」では、資格外活動の労働について週２８時間の上限があることに留意。
注４） 特定技能１号の外国人については、技能実習３年修了の人材と介護技能が同等であることから、就労と同時に配置基準に算定する。ただし、一定期間、

他の日本人職員とチームでケアに当たる等、受け入れ施設における順応をサポートし、ケアの安全性を確保するための体制をとることを求めることとする。

EPA
インドネシア候補生
フィリピン候補生

６か月 ６か月

入国

訪日後研修 就労

技能実習「介護」
２か月 ６か月

実習訪日後研修

訪日後研修 就労

２．５か月 ６か月

在留資格「介護」

参考：外国人材の介護報酬上の取扱いに関する基本的考え方

特定技能１号
※一定期間、他の日本人とチームでケアに従事

算定

算定

算定

算定

算定

EPA
ベトナム候補生
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介護分野における特定技能
（１）制度概要
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分野別運用方針の概要

受入れ見込数
（５年間の最大値） ６０，０００人

人材基準 技能試験
介護技能評価試験 等

日本語試験
国際交流基金日本語基礎テスト 又は 日本語能力試験（N４以上）

介護日本語評価試験 等

その他重要事項 従事する業務 ・身体介護等（利用者の心身の状況に応じた入浴、食事、排せつの介助
等）のほか、これに付随する支援業務（レクリエーションの実施、機能訓
練の補助等）

（注）訪問系サービスは対象外
〔１試験区分〕

雇用形態 直接

受入れ機関に対して
特に課す条件 ・厚労省が組織する協議会に参加し、必要な協力を行うこと

・厚労省が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うこと
・事業所単位での受入れ人数枠の設定
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介護分野における特定技能
（２）技能試験・日本語試験

（ア）概要
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技能試験

「介護技能評価試験」

○ 試験言語：現地語

○ 実施主体：プロメトリック株式会社

○ 実施方法：コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式

○ 開始時期：平成31年４月

日本語試験

「国際交流基金日本語基礎テスト」（※）

○ 実施主体：独立行政法人国際交流基金

○ 実施方法：コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式

○ 開始時期：平成31年４月

「介護日本語評価試験」

○ 実施主体：プロメトリック株式会社

○ 実施方法：コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式

○ 開始時期：平成31 年４月

（※）又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」

特定技能 技能試験・日本語試験の概要
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介護技能評価試験 介護日本語評価試験

問題数・試験時間
試験科目

全45問 60分
（学科試験：40問）
・介護の基本（10問）
・こころとからだのしくみ（６問）
・コミュニケーション技術（４問）
・生活支援技術（20問）
（実技試験：５問）
・判断等試験等の形式による実技試験課題を出題

全15問 30分
・介護のことば（５問）
・介護の会話・声かけ（５問）
・介護の文書（５問）

実施方法 コンピューター・ベースド・テスティング（ＣＢＴ）方式

受験手数料 1,000円程度
合格基準 問題の総得点の60％以上



フィリピン カンボジア インドネシア ネパール モンゴル ミャンマー タイ 日本

９月 マニラ
2,3,8~12,15~19,21~26,29,30
セブ
3,4,10,11,13,14,17,18,21,24,25,2
7,28
ダバオ
10,11,14~18,21~25,28

プノンペン
14,15,17~19,21~23

ジャカルタ
5,10,13,14,17,19,21~24,27,
28
スラバヤ
1~3,8~12,15~19,21~24,29,3
0
バンドン
18~20

カトマンズ
3,10,13,16,20,21,23,24,27~
30

47都道府県で実施

1~5,7~20,23~26,28~30

10月 マニラ
1, 6~9,14~16,20~22,27~29
セブ
8~10,13,16,22,23
ダバオ
20~23,27~30

プノンペン
13,14,23,24

ジャカルタ
1,5, 7,9,12,14,15
スラバヤ
8,13~15,20~22,27~29
バンドン
7，22

カトマンズ
1,2,4,7,13

ウランバート
ル
7,18,28

47都道府県で実施

1~31

11月 マニラ
4,5~11,13,14,16~23
セブ
8~10,13,16,22,23
ダバオ
4~7,11~13,18~21

プノンペン
4~7,14,15,20,21

ジャカルタ
3,4,6,9~11,14,16,18,19,22
スラバヤ
3~7,9~14,17~21
バンドン
2,11,12,21,23

カトマンズ
3~6,9,10,12,16~18,20

ウランバート
ル
3,4,10,11,15,18,
22

バンコク
17,18,22

47都道府県で実施

1,2,4~14,16~22,24~28,
30

《これまで》

○ 2019年４月からフィリピン、９月からはカンボジア、10月からはインドネシア、ネパール、国内、11月からモンゴル、2020年２月から

ミャンマー、11月からタイにおいて順次実施。

○ これまで介護技能評価試験に計4,961名、介護日本語評価試験に計5,207名が合格（2019年４月～2020年７月試験の実績）。

《今後》

○ フィリピン、カンボジア、インドネシア、ネパール、モンゴル、ミャンマー、タイ、日本（47都道府県）において、下記の表のとおり実施予定。

○ また、ベトナム、中国についても、実施環境が整った国から順次実施。

試験の実施状況

特定技能「介護技能評価試験」「介護日本語評価試験」の実施状況

※上記は９月１日時点の日程であり、今後変更ありうる。
最新の試験日程については、プロメトリック株式会社ホームページをご確認くださ
い。
（海外試験）http://ac.prometric-jp.com/shared/schedu/Schedule_JH.pdf
（国内試験）http://ac prometric-jp com/common contents/test-dates html

参考
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http://ac.prometric-jp.com/shared/schedu/Schedule_JH.pdf
http://ac.prometric-jp.com/common_contents/test-dates.html


介護分野における特定技能
（２）技能試験・日本語試験

（イ）テキスト教材
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詳しくは、厚生労働省ホームページをご確認ください
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_000117702.html

特定技能評価試験学習テキスト

日本語＋９カ国語
にて作成
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https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_000117702.html


介護分野における特定技能
（２）技能試験・日本語試験
（ウ）受検の申込手続
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詳しくは、厚生労働省ホームページをご確認ください
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_000117702.html

試験申込ページ

http://ac.prometric-jp.com/testlist/nc/en/index.html

25

⇨ プロメトリック株式会社HPへ

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_000117702.html
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介護分野における特定技能
（３）協議会の概要と加入手続
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参考情報・お役立ちツール等
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介護分野の特定技能に関する情報（厚生労働省ホームページ）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_000117702.html
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【出典】三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）
「外国人介護人材の受入環境の整備に向けた調査研究事業報告書」（平成31年３月）、「外国人介護人材の受入れ実態等に関する調査研究事業報告書」（令和２年３月）

外国人介護職員の雇用に関する
介護事業者向けガイドブック

外国人介護職員の受入れと
活躍支援に関するガイドブック
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日本語学習Webコンテンツ「にほんごをまなぼう」

36
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介護現場で働く外国人
のための相談窓口

37

介護現場で働く介護を学ぶ
外国人のための交流会



外国人介護人材の関連予算

38

事業名 事業内容 交付先（令和２年度）

【外国人介護人材受入環境整備事業】（生活困窮者就労準備支援事業費等補助金）

介護技能評価試験等実施事業 特定技能１号外国人の送り出し国及び日本国内において、介護技能評価試験及び介護日本語評価試験を実施 プロメトリック株式会社

外国人介護人材受入促進事業 海外において日本の介護をＰＲし、就労を希望する特定技能１号外国人を確保することを目的に、現地説明会の
開催やWEB・SNSを利用した情報発信を実施

株式会社エス・エム・エス
キャリア

外国人介護人材受入支援事業 地域の介護施設等で就労する外国人介護人材の介護技能を向上するため、集合研修や研修講師の養成、外国人の
技術指導等を行う職員を対象にした研修等を実施

都道府県・指定都市・中核市
（民間団体へ委託可）

介護の日本語学習支援等事業 外国人介護人材が、介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備を目的に、介護の日本語WEBコンテンツの
開発・運用や介護の日本語等に関する学習教材の作成、技能実習指導員を対象にした講習会の開催等を実施

公益社団法人日本介護福祉士
会

外国人介護人材相談支援事業 外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援の実施や、特定技能の制度説明会や外国人介護職員の交流
会の開催、特定技能外国人の受入施設への巡回訪問等を実施

公益社団法人国際厚生事業団
（JICWELS）

【ＥＰＡ介護福祉士候補者への支援】（（※１）衛生関係指導者養成等委託費、（※２）生活困窮者就労準備支援事業費等補助金）

外国人介護福祉士候補者等受入支援
事業（※１） 就労前の「介護導入研修」や受入施設への巡回訪問、就労・研修に係る相談・助言等を実施 公益社団法人国際厚生事業団

（JICWELS）

外国人介護福祉士候補者学習支援事
業（※１）

就労・研修に必要な専門知識等を学ぶ集合研修、介護分野の専門知識に関する通信添削指導、資格を取得できず
帰国した者の母国での再チャレンジ支援等を実施

公益社団法人国際厚生事業団
（JICWELS）

外国人介護福祉士候補者受入施設学
習支援事業（※２）

受入施設が行う就労中の介護福祉士候補者の日本語学習や介護分野の専門的知識の学習、学習環境の整備、また、
喀痰吸引等研修の受講費用、研修を担当する者の活動に要する費用等を補助

都道府県（間接補助先：介護
福祉士候補者の受入施設）

【外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業】（地域医療介護総合確保基金）

外国人留学生への奨学金の給付等に
係る支援事業 留学生に対して奨学金の給付等の支援を行う介護施設等に対し、当該支援に係る経費を助成 都道府県（団体委託可、市町

村への補助も可）

外国人留学生及び特定技能１号外国
人のマッチング支援事業

マッチング支援団体が送り出し国において特定技能就労希望者等に関する情報収集を行うとともに、
現地（海外）での合同説明会の開催等のマッチング支援を実施

都道府県（団体委託可、市町
村への補助も可）

【外国人介護人材受入施設等環境整備事業】（地域医療介護総合確保基金）

外国人介護人材受入施設等環境整
備事業

日本人職員、外国人介護職員、利用者等の相互間のコミュニケーション支援、外国人介護人材の資格
取得支援や生活支援の体制強化、介護福祉士養成施設における留学生への教育・指導の質の向上に資
する取組等に対する費用を助成

都道府県（市町村への補助も
可）
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